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議  長  名 

 

 地方自治法第99条の規定により、下記のとおり意見書を提出します。 

記 

長期化する物価高騰が国民生活や地域経済へ多大な影響を及ぼしている中、

消費一般に広く負担を求める消費税は、所得の低い世帯ほど税負担率が高くな

ることから、特に中低所得者層の家計を大きく圧迫している。 

こうした状況を受け国は、支援策として「給付付き税額控除」の制度化に向

けた検討を進め、その導入までのつなぎとして、飲食料品の消費税率を引き下

げる方針を示したが、これらの施策により見込まれる税収減への対応について

具体的な議論が十分に進んでいない。 

消費税収の約４割は、医療、介護、子育て支援などを支える重要な地方財源

となっているため、消費税率の引下げは自治体の行政運営に対する深刻な影響

が懸念されており、行政サービスの提供に支障を来すことのないよう、地方財

政に対する補てん措置の実施が不可欠である。 

よって、本県議会は、国会及び政府において、長引く物価高騰から国民を守

るとともに、地方自治体における健全な財政運営を維持するため、消費税率の

引下げに当たっては、安定的な代替財源を確保するよう強く要請する。 

宛 て 


